





















































設備投資→②設備管理→③設備選定→④開通後の QoS 制御の 4 つの事業を効率的に運用す
ることで，コスト低減に繋がり，引いては通信産業の活性化に繋がる． 
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世界主要各国の 1994 年から 2012 年の国内総生産（GDP）の伸び率は，アメリカ，中国
の 2 国以外は停滞している（図 1-1）．先進国の中では，日本が 1995 年のバブル崩壊を機に
低迷を続け，2010 年には中国に抜かれ世界 3 位の GDP となった．しかし，日本の GDP
は 2008 年以降徐々にではあるが回復傾向にある． 







図 1-1 の GDP では，アメリカ，中国に次いで日本が 3 位である．しかし，通信産業の売
上高の場合，中国など通信インフラが未整備な国があるため，順位が変わりアメリカと日
本とは大差がないことが分かる．また，図 1-3 には国別に売上高上位 20 社の主要通信会社
の数も示している．上位 20 社の中に日本が 4 社（日本電信電話株式会社（NTT），株式会
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表 1-2：日本の通信産業の GDP と伸び率 
                         単位：兆円 
  実質 GDP 比率 伸び率 
通信産業 50.4 10.7% 3.7% 
電気機械（除情報通信機器） 9.0 1.9% 4.0% 
輸送機械 9.5 2.0% 0.3% 
建設（除電気通信施設建設） 24.4 5.2% -2.9% 
卸売 37.5 8.0% -0.1% 
小売 24.4 5.2% -0.9% 
運輸 23.5 5.0% 1.1% 
鉄鋼 5.2 1.1% -0.6% 
その他産業 285.3 60.8% - 
引用元 総務省「ICT の経済分析に関する調査」（2014 年） 
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/link/link03.html 
 
図 1-3：世界各国の主要通信会社の売上高合計（2013 年） 
引用元：総務省 情報通信白書 25 年版 
「図表 1-2-2-17 世界通信事業者における売上比較」 









































































（日本電信電話株式会社）へ民営化され，1997 年には NTT と他の通信会社（以下，他事
業者）との公平性確保の観点から「接続ルールの制度化」という NTT の通信ネットワーク











37 万㎞と長く，さらに心線延長に関しては，コアネットワークが 1825 心万㎞に対し，ア


































































































































































































引用元：総務省 情報通信白書 25 年版  
「図表 4-5-2-4 ブロードバンド契約数の推移」 
 
 
図 1-11：NTT 東西会社の設備投資，営業収益額への推移 
引用元：NTT の財務情報データ 
























































































管理・運用しないといけない．先行研究として，Li らが IEEE（The Institute of Electrical 

























































































































































































































 一方で光ファイバに関しては，現状の所内光媒体のジャンパリング構成を図 2-2 に示す．
通信局外（所外）の光ケーブルは配線架（CR：Cable Rack）に成端（ケーブルを止め，心
線を収納または接続すること） される．装置（OLT：Optical Line Terminal）内部の OSU
（Optical Subscriber Unit：端子）と CR との間は，PON（Passive Optical Network）シ
ステムの場合には所内スプリッタ（所内 SP：Splitter）と光ファイバが配線され，SS（Single 

























































（Ⅱ）管理対象が受動的な構成品であるため，正確な DB 構築が困難 






















技術は 2 次元バーコード，作業支援携帯端末（HHC：Hand Held Computer），IDM−WS
（lntegrate Ddistribution Module−WorkStation）などから構成され，業務の流れによって



































































T1 ＝ α × k1       （1） 





















































































































































資産リスク排除 資金調達 資産の陳腐化 市場の発達
①資産売却 ○ ○ ○ ×
②売却＆リースバック ○ ○ ○ ×
③商品化 ○ ○ ○ ×




















このような課題への解決手法は，公的 MBS（My Best Support）がある（図 3-3）．公的
MBS の長所は，政府保証による投資家の保護が可能となり，市場の活性化に繋がりやすい





















































































































































ョンは，完備されていると判断して問題無い．よって，1 つ目の NTT 東西会社からアクセ
スネットワークを切り離すことは，機能的に可能といえる． 
 アクセスネットワーク証券の運用定着は，上記同様に NTT 東西会社と他事業者との相互
接続業務から可能といえる．NTT 東西会社から資産受託管理者を切り離した後の収益構造

































































⑤ NTT 法 
NTT 法とは，国内の最大規模の通信会社となっている NTT に公正かつ円滑な電気通
信事業を営む事を目的として制定された法律である．以前の NTT 法における第 2 条の
規定では，通信会社である NTT 東西会社の業務範囲は，通信業務に限定されており，
経営資源（人・モノ・金・情報）を通信業務以外に適用する事は認められていなかった．






















































































































































































































































































また，投資期間を 3，5，10 年とし，内部収益率を 2.0%から 6.0%（0.5%間隔）までとし，
シミュレーションに使用するパラメータは収益，故障経緯，保有経費，転用価格とする．
各種パラメータは三角分布に従い，分布内でランダムに値を変動させる．3，5，10 年後の
収益は H24~H26 までの営業収益（IP 関連）の伸び率[40]を加味する． 
 次に，各パラメータの算出方法について述べる．まず，NTT 東日本の平成 26 年度（16
期）の経常利益（1,220 億）[40]から，IP 系，音声，その他の営業収益の割合を表 3-7 のよ





















値を得ることができる(表 3-9,表 3-10,表 3-11)．シミュレーションでは，収益，故障経費，
保有経費，転用価格は，上記で得られた各パラメータのエリアの最大値，最小値，平均値






・残存価格 ：最長で 10 年間保持することを想定し，取得価格の 1/10 とする． 
・耐用年数 ：最長で 10 年間保持することを想定し，10 年間とする． 




 −  − 	を算出する．複数の内部収益率（r：2.0%-6.0%）と投資期間（n：3,5,10 年）
の現在価値を −  − 	 




1 + ⁄ ）として算出する．最後に，証券化時の資産価値は，三角分布（κ）
からランダムに取得した転用価格（）として算出する．このように算出した値を基に，投
資判断を行うパラメータ（）を算出する．は，内部収益率（r）と投資期間（n）の各
年度の利益の現在価値（∑  −  − 	 
1 − ⁄ ）と投資完了時の資産価値の現在価
値（ 





 = ∑  !	
"#$ % + &$
"#$ −  （3.1） 
以上の算出式（3.1）を使い，NTT 東日本の東京，福島，山形エリアにおける証券化資産
が，設定された投資期間（n）と内部収益率（ｒ）で 1,000 回の試行回数を繰り返した時に，
投資効果がある（がプラスになる頻度）確率を算出する（図 3-12）．図 3-13 に示したシ
ミュレーション結果は，横軸が内部収益率であり，縦軸が投資に対して利益が出る収益発







券は，3 年で 3.28%（東京）や 3.36%（福島）や 3.34%（山形）となるため，すべてのエリ
アで高い事が分かる（表 3-14）．しかし，市場が活性化し，洗練せれた不動産証券化での平













表 3-7：NTT 東日本のアクセスネットワークの収益 
                （単位：億円） 
  
営業収益 割合 予想収益
IP系 ¥8,696 49% ¥601
音声 ¥4,685 27% ¥324
その他 ¥4,272 24% ¥295















収益 故障経費 保有経費 転用価格
東京 178452 25% 2609497 151.7 2.3 44.7 450.9
神奈川 90104 13% 1317588 76.6 1.2 22.6 227.7
埼玉 73962 10% 1081544 62.9 1.0 18.5 186.9
北海道 61159 9% 894326 52.0 0.8 15.3 154.5
千葉 60879 9% 890231 51.7 0.8 15.3 153.8
長野 31623 4% 462422 26.9 0.4 7.9 79.9
茨城 27635 4% 404106 23.5 0.4 6.9 69.8
福島 26403 4% 386090 22.4 0.3 6.6 66.7
群馬 25291 4% 369829 21.5 0.3 6.3 63.9
宮城 24038 3% 351507 20.4 0.3 6.0 60.7
新潟 23575 3% 344736 20.0 0.3 5.9 59.6
栃木 22643 3% 331108 19.2 0.3 5.7 57.2
岩手 17322 2% 253299 14.7 0.2 4.3 43.8
山梨 13704 2% 200393 11.6 0.2 3.4 34.6
青森 13107 2% 191663 11.1 0.2 3.3 33.1
秋田 9393 1% 137353 8.0 0.1 2.4 23.7
山形 7817 1% 114308 6.6 0.1 2.0 19.8
合計 707107 100% 10340000 601.0 9.3 177.2 1,786.6
光配線区間数 光サービス比率 光ユーザ数 全国　単位：億円
3年目 5年目 10年目
最大値 ¥3.51 ¥3.55 ¥3.58 ¥3.68 ¥0.05 ¥1.03 ¥10.43
最小値 ¥0.02 ¥0.02 ¥0.02 ¥0.02 ¥0.00 ¥0.01 ¥0.07
平均値 ¥0.75 ¥0.76 ¥0.77 ¥0.79 ¥0.01 ¥0.22 ¥2.23





最大値 ¥0.41 ¥0.41 ¥0.41 ¥0.43 ¥0.01 ¥0.12 ¥1.21
最小値 ¥0.01 ¥0.01 ¥0.01 ¥0.02 ¥0.00 ¥0.00 ¥0.04
平均値 ¥0.12 ¥0.12 ¥0.12 ¥0.12 ¥0.00 ¥0.04 ¥0.35
伸び率 101% 101% 102% 105% - - -
億円 収益（1年目）
収益 故障経費 保有経費 転用価格
3年目 5年目 10年目
最大値 ¥0.22 ¥0.22 ¥0.22 ¥0.23 ¥0.00 ¥0.06 ¥0.65
最小値 ¥0.01 ¥0.01 ¥0.01 ¥0.01 ¥0.00 ¥0.00 ¥0.02
平均値 ¥0.06 ¥0.06 ¥0.06 ¥0.06 ¥0.00 ¥0.02 ¥0.17
伸び率 101% 101% 102% 105% - - -
億円 収益（1年目）









































































































































  収益率値 
日本国債（3 年） ※１ 0.05% 日本国債（10 年） 0.28% 
米国国債（3 年） ※２ 1.07% 米国国債（10 年） 2.22% 
NTT 東京エリア（3 年） 
※３ 
3.28% 
NTT 東京エリア（5 年） 4.03% 
NTT 東京エリア（10 年） 5.26% 
NTT 福島エリア（3 年） 3.36% 
NTT 福島エリア（5 年） 4.23% 
NTT 福島エリア（10 年） 5.44% 
NTT 山形エリア（3 年） 3.34% 
NTT 山形エリア（5 年） 4.12% 
NTT 山形エリア（10 年） 5.47% 
国内不動産証券化年次収益率（2014 年） ※４ 7.63% 
 
※１：財務省（国債募集期間 平成 27 年 9 月 3 日(木)～平成 27 年 9 月 30 日(水)） 
「国債（3 年債）」「国債（10 年）」参照 
http://www.mof.go.jp/jgbs/individual/kojinmuke/ 
※2：Bloomberg（2015.9.9)「米国債(U.S. Treasuries)」 参照 
http://www.bloomberg.co.jp/markets/rates_us.html 
※３：図 3-13 における結果より，「収益率（6%）と発生確率との期待値」によって算出 
   例：NTT 東京エリア（10 年）の収益率 
         収益率 × 発生確率 ＝6% × 88.3% ＝ 5.26% 
※４：「ARES（不動産証券化協会）国内不動産証券の年次収益率」参照 









として投資効率（ROI：Return On Investment）及び自己資本利益率（ROE：Return On 
Equity）を使う． 
ROE，ROI を算出するため，2013 年度と 2014 年度の NTT 東日本会社の財務諸表から
以下の財務情報を得る[40][46]．証券後の固定資産は，2014 年度の証券化前の固定資産




として差し引いた額である経常利益（2,953 億）と当期純利益（2,429 億）を証券化後の 2014
年度の利益とする．2014 年度の資産と負債は，証券化前の資産と負債の比率（63.5%と
36.5%）にて固定資産売却（1,786.6 億）を按分して計算して，証券後の 2014 年度の資産
（20,965 億）と負債（12,055 億）として算出する．以上の方法にて表 3-15 を得ることが
できる． 
証券化実施前後の NTT 東日本会社の自己資本利益率を指す ROE は，当期純利益÷資本で
算出することが可能である．投資効率を指す ROI は当期純利益÷（（前年度資産＋今年度資
産）×2）で算出することが可能である．証券化実施前後の ROE と ROI を示した図 3-16 で
は，証券化を実施する事によって減少した資本部分と，増加した収益部分との差異によっ

















流動資産 5,320 5,523 5,523
固定資産 30,236 29,284 27,498
負債 13,863 12,708 12,055
資本 21,693 22,099 20,965
経常利益 917 1,220 2,953



























































メータとして論理情報を加味した選定の現状課題とその解決を 4-2 節で述べる．以上の 2













 通信局外の通信設備である所外設備（Outside Optical Distribution Network : 
O-ODN）の OSS(Outside Optical Distribution Network Domain : O-ODN-D) 
 通信局内においてサービスを提供する装置設備(Optical Line Terminal：OLT) の
OSS(Optical Line Terminal Domain : OLT-D) 
 光ファイバを収納/接続するCable Rack(CR)とOLT間の配線等を管理する所内光配
線設備(Intro-office Optical Distribution Network : I-ODN) の OSS(Intro-office 
Optical Distribution Network Domain : I-ODN-D) 
 複数の OLT を集線してコアネットワークへ伝送する集線設備（SWitch : SW）の
OSS（SWitch Domain : SW-D） 
 OAN で対象となる設備は，その特性が個々に異なることから，ドメイン間の独立性を維
持し，ドメイン毎に設備管理・選定アルゴリズムを持つことが効率的である．また，SW 内
の Switch Card（以下 SW-C）と OLT 内の Optical Subscriber Unit (以下 OSU)との配線
は，設備構築時に全て配線してしまうため，新規工事が発生する可能性が高い O-ODN-D，
I-ODN-D，OLT-D の連携による設備選定技術が研究されている[48] [49]．更には，O-ODN-D，
I-ODN-D，OLT-D での設備選定は，制御 OSS によって，設備管理区分の分界点となる設
備情報を流通することで，ユーザ宅へ設置予定の ONU から OLT 内に実装されている
Optical Subscriber Unit (以下 OSU)までのルートを効率的に選定する[11]．具体的には，
下記選定アルゴリズムにて選定が実施される． 
 
1） O-ODN-D においてユーザ宅の ONU から CR 内の端子位置までのルートを選定する． 
2） OLT-D において利用可能な OSU を選定する． 
3） I-ODN-D において O-ODN-D，OLT-D にて選定された CR の端子位置と OSU とを結
ぶルートを選定する． 
 
OAN の配線形態では，Single Star(SS)システムと Passive Optical Network （PON）




ある（図 4-1）．市場黎明期では，SS サービスの需要が大規模で，PON サービスの需要が
小規模な時期は，上記の選定アルゴリズムで問題がなかった．しかし，市場拡大期である
PON サービスの需要が大規模となった場合は，通信局内の所内 SP の設置場所により，選
定時間と設備コストとの間にトレードオフが発生する．  
 
(1) 所内 SP の設置位置を J-CR 側にした場合 
J-CR 内にある所内 SP と OLT 内にある OSU が接続済となっている．そのため， 
I-ODN-D の選定は，所内 SP の空き端子を確認するのみでよいため，選定時間は 1
回で終わる．しかし，J-CR と CR の間の光ファイバを大量に要するため，設備コス
トは大きくなる． 
(2) 所内 SP の設置位置を CR 側にした場合 
所内 SP と OSU の間の光ファイバは 1 心となるため，OLT と CR 間の光ファイバが
少量で済み，設備コストは抑えられる．しかし，OLT-D では OSU と SP との接続関
係が不明であり，他の CR に設置されている所内 SP と接続されている OSU を選定
した場合，選定時間が多く必要となる場合がある． 
 
このようなトレードオフへの対策は，I-ODN-D と OLT-D 間で，所内 SP と OSU の接続情





が必要となる．例えば，n 個のサービスがあれば OLT1～OLTn のように n 個のサー
ビス特性を持つ OLT が存在し，それらを制御する OLT-D も個々に構成される．その







































Type 1: J-CR に所内 SP を設置する配線形態 
Type 2: CR に所内 SP を設置する配線形態 
とする．需要を増加させた場合の選定時間・設備コストについて比較する．なお比較を明
確にするため，J-CR 数は１と固定し，需要は各 CR 配下に均等に発生すると仮定する． 
選定時間は，Type1 の場合，J-CR に所内 SP を設置しているため，どの CR に需要が発
生しても，収容可能な OSU 情報が OLT-D によって選定され，I-ODN-D において所内 SP
と CR 間の空き光ファイバを選定することで処理は終了する．これは需要増加時も同様であ
り，収容限界となった OSU は OLT-D では選定対象外となるため，空き OSU を選定する．
例えば，図 4-3 のように 3 枚の OSU が登録されている状況において，OSU1，OSU2 が収
容限界となった場合を考える．新規需要が CR3 に発生した際には，OSU1，OSU2 は選定
対象外となり OSU3 下部の所内 SP 空き端子を利用する．このように Type1 の配線形態の
場合，コスト抑制のため，高使用率な OSU を優先的に選定する方が効率的であることを意
味する．使用率の高い OSU から順に選定するため，選定時間が需要量に比例して増加する
ことはない．これに対し，Type2 の場合，選定時間は需要が発生した CR の位置に依存する．
Type2 では CR に所内 SP を設置するので，各所内 SP に対応する OSU を CR 数分 OLT 内
に設置する必要がある．しかし，OLT-D では OSU 使用率順に OSU 選定されるため，需要
が発生した CR に設置されている SP と接続されている OSU が選定されるまで選定を繰り
返す．具体例を以下に示す．図 4-4 のように CR3 で需要が発生したとする．最初の選定候
補が OSU1 であった場合，該当する OSU 下部の所内 SP が設置されている CR1 は需要が
発生した CR3 とは異なるため，選定は失敗となる．選定候補 OSU を更新しながら選定を
繰り返し，最終的に，需要が発生した CRに設置されている所内 SPと接続されている OSU3
が選定されたときに選定が成功して終了する．以上のように，Type1 の場合は短い選定時
間で終了するが，Type2 の場合は，需要が発生した CR によってその選定回数が変動するた
め，Type 1 よりも多くの選定時間を要する． 
 設備コストは，Type１の場合，需要が小規模な状態では，光ファイバ，SP，OSU の設
備が少量で済む．しかし，需要増加時には，J-CR 内に所内 SP を設置しているため，CR
と J-CR との間に多くの光ファイバが必要となる．これは，所内 SP によって１心の光ファ
イバが複数心に分岐されるために発生する（図 4-5）．一方，Type2 の場合，需要が小規模
な状態では，各 CR に所内 SP を設置する必要があるため，Type1 と比較して多くの SP と
OSU が必要となる．また，需要が増加した場合，CR と J-CR 間の光ファイバ量は増加し
ないが，所内 SP と OSU の量は Type1 と比較して多く必要になる（図 4-6）． 





た CR に依存するため，Type1 と比較して Type2 は需要数が増えるのと比例して選定回数
が多くなることから，必然的に選定時間が長くなる． 
需要量'に対して，Type ) 
) = 1, 2での光ファイバ数,)，所内 SP 数-)，OSU 数.)を'の
関数として，そのときの設備コストを表す．いずれのタイプでも所内 SP 数と OSU 数は等
しく，-) = .) 
) = 1, 2である．Type1 では，所内 SP 分岐数を/とすると，所内 SP 数は'を
/で割った値分必要であり，-1
= .1 = 0
'//となる．ただし，実数2に対して0
2は2の
切り上げ，つまり2を下回らない最小の整数を表す．光ファイバは，CR と J-CR 間は需要
数分必要であり，J-CRとOLT間は所内SP数分必要であるため，,1 = ' + -1 = ' + 0
'//
となる．一方，Type2 では，所内 SP を設置した CR の総数を31とすると，1CR に収容が
必要な需要数は0
'/31となる．よって，1CR の所内 SP 数は，0
4
 5$67   =  0
 8⋅7となる．
最終的に所内 SP 数は，-2 = 0 : Ｄ⋅7; ⋅ 31となる．光ファイバは CR と J-CR 間，J-CR と
OLT 間のそれぞれの区間で所内 SP 数分必要であることから，,2 = 2 ⋅ -2 = 20 < 8⋅7= ⋅ 31と
なる．光ファイバ，所内 SP，OSU の個々の設備単価を>, ?,ｐとすると，設備コストは
> ⋅ ,) + ? ⋅ -) + @ ⋅ .)で与えられるので，Type1, 2 各々の設備コストは 
Type1 の設備コスト： > ⋅ ' + 
> + ? + @ ⋅ 0 <87=, 
Type2 の設備コスト： 
2> + ? + @ ⋅ 0 < 8⋅7= ⋅ 31 
となる．図 4-8 に/ = 4, 31 = 20, > = 1, ? = 5, @ = 5のときの設備コストのグラフを示す．こ
こで，両者のグラフは階段状の関数であるが，Type1 は S(=4)が小さく D(=最大 500)が大き
いと，ほぼ直線のように見える． 
 以上から，需要増加時には J-CR に所内 SP を設置した Type1 は，選定時間は早いが，設
備コストは高い．逆に，CR に所内 SP を設置した Type2 は，設備コストは低いが，選定時
間は長いトレードオフ関係があることが分かる．  
 前述の検討から PON サービスの需要増加時に所内 SP の設置位置を変化させたそれぞれ
の配線形態でトレードオフの関係が確認できた（図 4-9）．現在の PON サービスの需要増加
から，設備コストおよび選定時間を最小にするための技術が必要である．この目標を達成
するため，まず Type1 の設備コストを削減する方法が考えられる．しかし，一度敷設した
光ファイバ等の設備コストを OSS 技術で削減することは不可能である．このため，CR に






     












図 4-7：選定回数の比較          図 4-8：設備コスト比較 
 
図 4-9：各 Type でのトレードオフの関係 
 




























































ゴリズムを下記に示す（図 4-11）．  
A) オペレータは，OLT-D での選定における 1 回の OSU 候補数Ｎを選定依頼と伴に 
OLT-D へ送付する． 
B) OLT-D では，Ｎ分の OSU を選定し，I-ODN-D へ選定結果を送信する．I-ODN-D で
は，選定結果を受信する． 
C) I-ODN-D では，O-ODN-D で選定された CR 内の端子と，OLT-D で選定された OSU
間のルートを CR 内端子と OSU 候補毎に選定する．  
D) I-ODN-D で全ての OSU 候補で選定失敗した場合，再選定依頼を OLT-D へ送付する．
選定成功時には，結果情報をオペレータへ送信し，選定が終了する．  
 上記の選定アルゴリズムの選定時間の短縮化を検討する上で，Ｎの候補数は選定回数と
ドメイン間の送受信回数が影響する．Ｎを OLT で搭載する最小 OSU 数である１とした場
合は，OLT-D にて選定が成功する OSU 番号をDとすると，D回で選定は終了する．しかし，
D − 1回の再選定依頼がドメイン間で送受信されるため，ドメイン間の送受信回数は多くな
る．一方，Ｎを OLT で搭載する全 OSU 数であるとした場合は，OLT-D では 1 回の選定




数を最小化するような最適候補数を算出する必要がある．   
 CR 端子と OSU 間で選定成功するまでの選定回数をDとし，OLT-D での選定における 1









1 − GI ⋯ 







L ：ドメイン間での 1 回の送受信時間  
M ：I-ODN-D 内での１回の選定処理時間 
51 
 
M′ ：I-ODN-D 内での１回の送受信時間  
O ：OLT-D 内での 1 回の選定処理時間 
O′ ：OLT-D 内での 1 回の送受信時間  
とする．ドメイン個々の選定および送受信時間をそれぞれP, Q, Rとすると， 
• ドメイン間での送受信時間  ：P = L ⋅ D^ 
• ODN-D 内での選定および送受信時間 ：Q = M ⋅ D + M ⋅ D^ 
• OLT-D 内での選定および送受信時間 ：R = O ⋅ D^ ⋅ F + O′ ⋅ D^ 
























































































間の変化を明確化するため，全 CR に所内 SP を搭載した状態を仮定する．また，発生する
需要は PON の増加を前提にするため，全て PON サービスとし，需要は均一に発生すると
仮定する．これらを踏まえ，計算に利用する各種パラメータ値を以下に与える． 
• ドメイン間の送受信時間 ：L = 2 
• I-ODN-D 内の選定処理時間 ：M = 9 
• I-ODN-D 内の送受信時間 ：M’ = 1 
• OLT—D 内の選定処理時間 ：O = 3 
• OLT-D 内の送受信時間 ：O = 1 
 検証方法は，計算用に用意した配線形態において OLT-D 内で 1 回に選定する候補数Fの
値を最小値１から最大値９まで 1 刻みで変動させた場合の選定時間を比較する．ここで，
候補数Fの最大値の 9 は，OSU 数と同じであり，OSU と接続される所内 SP が搭載される
CR 数31となる．計算結果の総選定時間比較を図 4-16 に示す．本結果より，F = 1～9 の中




してもほぼ変化がない．F = 4 のとき，D^の値はF = 3のときと変わらないため，Fが大き
くなったことでRの値が増加する．F ≥ 5では，D^ = 1なので，Fに依存して単調増加になっ
ている． 
本設定のもと，N＝５で最小値となることは，理論的に示せる． 
定理：O ≤ L +  M’ + Oのとき，F = 0
Dで選定時間が最小となる． 
証明：k = 1 ⋯ 0
Dに対して，N = Z)3 [F \0 <]^= = _`とする．O × D^ × Fの項があるため，
最小値は，bF|k = 1 ⋯ 0
Ddにある． 
F∗ = 0
Dのとき，_∗ = 1，k ≠ _∗に対し， 
0 : DF; ≥ 0 :
DF∗; + 1 
F ≥ 1，F∗ = 0
D < D + 1 FとF∗の選定時間の差は， 
<L +  M’ + O′= h0 : DF; − 0 :
DF∗;i + O :0 :
DF; ∙ F − 0 :
DF∗; ∙ F∗;
> L +  M’ + O′ + O h DF ∙ F − 1 ∙ 
D + 1i = L +  M’ + O′ − O ≥ 0 
54 
 
 次に，OSU 数増加における候補数F毎の選定時間推移を図 4-17 に示す．本結果は，OLT-D





















































































選定回数( N = 1 )
選定回数( N = 提案手法)





 本節における目標は，需要増加に伴う Type2 の選定時間削減とした．また前節において，
最適候補数を利用する事で選定時間削減を実現することを示した．ここで，Type2 におけ
























0 100 200 300 400 500
需要量
Type 2 (既存手法)
Type 2 (提案手法) 29%
Down
0 100 200 300 400 500
総選定時間
Type2 (既存手法) 0 20,900 41,800 62,700 83,600 104,500
総選定時間






























加し，SW-C の共有帯域は減少する（図 4-19「②今後の収容」）． 
このように，SW-C に収容されているベストエフォート型サービスを契約しているユーザ
は，共有帯域が減少すると自分が使える帯域（使用可能帯域）が減少する．このような状













市場安定期の OAN の設備管理構成を図 4-20 に示す．設備管理方針が異なる 4 つの設備管
理区分で構成される点は前節と変わらないが，市場拡大期と安定期で大きな違いがある．
OAN におけるアクセスルート（以下ルート）は，エリアごとにある所外 SP から OSU を
経由して SW-C までのルートがある．図 4-20 の既設ルートは，所外 SP1～SW-C:1，所外
SP2～SW-C:1 がある．安定期での選定後の開通工事は，拡大期のように各設備管理区分で
新規開通工事ではなく，新設需要が発生した 2 つのルートの所外 SP へ ONU 接続工事可否
（収容可否）で判断することが多い．上記ルートで共に収容不可の場合は，新規ルートの
増設となり，拡大期のように各設備管理区分で選定後に新規開通工事を実施する． 







外 SP が有るとすると，下記のように収容設計方法によりルート選択が実施される． 
(b1) 所外 SP～SW-C までのルート（1…N）を探索する．需要①の場合は所外 SP が 2 つ
のみなので N=2 となる． 
 (b2) b1で得られた探索ルート(1…N)への収容可否を判断する．所外SP1～SW-C:1ルート，
所外 SP2～SW-C:1 ルートについて，需要①の収容可否を各設備管理区分で確認する． 
(b3) b2 の収容可否を判断したルート数（N）を確認する． 
 (b4) b3 の確認結果に基づき，収容可能ルート(1…K)を取得する．需要①は各設備管理区分
にて収容可能であれば，K=2 となる． 
 (b5) b4 までの結果から，収容可能ルートの候補有無を確認する． 
  候補無しの場合：a の場合として処理される． 
  候補有りの場合：収容処理を実施する． 






ため，数値例を示す．前提条件として以下 4 つを仮定する． 




・ サービス(A)の最低保証帯域は 10Mbps，サービス(B)の最低保証帯域は 100Mbps で
ある 
・ SW-C の最大帯域は 1Gbps である 
・ 需要発生時は全 SW-C が収容候補である 
数値例は，既存収容設計方法を用いたサービス(A)のみが提供された収容状態と，サービス
(A)に加えてサービス(B)が提供された収容状態を作成する．そして，両収容状態における，
各 OSU の共有帯域の偏りを比較する．ユーザの設定は以下の通りである． 
①各 SW-C にて A サービスの新設が 32 ユーザ発生 
②各 SW-C にて A サービスの廃止が 8 ユーザ発生 
⇒③-1：A サービスの新規需要が 10 ユーザ発生 
⇒③-2：B サービスの新規需要が 10 ユーザ発生 
①は SW-C に A サービスが新規に収容されることを指している．②は，競争激化により，
ユーザが他社のサービスに乗り換えるため，サービスが廃止されることを指している．手
順③-1 は，通信会社の地道な営業により，新規に A サービスが収容されるケースを想定し
ている．対して，手順③-2 は，通信会社によってギャランティ型サービスとして B サービ
スが開発され，A サービスと混在収容されるケースを想定している． 






































































SW-C:1 32 32% 680M
59SW-C:2 26 26% 740M




SW-C:1 31 94% 60M
719SW-C:2 27 54% 460M










図 4-23 に示すように，最低保証帯域累計が同値の SW-C1，2 において， 
 SW-C1：最低保証帯域累計は 70%で，平均使用帯域累計は 30% 
 SW-C2：最低保証帯域累計は 70%で，平均使用帯域累計は 90% 





する SW-C に，最低保証帯域が小さい (8Mbps)サービスのみを収容した場合の関係
(Type-1：Y = 8M ∙ X)と，最低保証帯域が大きい(100Mbps)サービスのみを収容した場合の











の最低保証帯域をp，平均使用帯域をqとすると，収容数(,)も含めた関係は- =  p ∙  ,，
. =  q ∙  ,となり，. =  q ∙ 
-/p の式で表すことができる．１つの SW-C に最低保証帯域
p =20Mbps，平均使用帯域q =60Mbps というユーザのみを収容した場合の関係
Type-A：
. =  60 ∙ 
-/20と，最低保証帯域p =60Mbps，平均使用帯域q =20Mbps というサービス
のみを収容した場合の関係
Type-B : . =  20 ∙ 
-/60を図 4-25 にて比較する．  



















Type-①：. =  8M ∙  ,と，平均
使用帯域が大きい
100Mbpsサービスのみを収容した場合の関係
































該当 SW-C における収容可能な最大 ONU 数(, )と最低保証帯域-と平均使用帯域.
の 最 大 帯 域 ( - ，.  ) か ら ， 1 つ の ONU に 割 り 当 て ら れ る 帯 域
(-  ,  ，.  ,  )を算出する．次に収容予定の ONU 数(, + 1)と，1 つの ONU
に割り当てられる帯域(-  ,  ，.  ,  )で ONU 数(,)，最低保証帯域累計((-)，
平均使用帯域累計((.)が，以下の算出式で理想点として算出する． 
 
, , - , . = <, + 1, 
, + 1 ∙ -  ,  ，
, + 1 ∙ .  ,  = 
(2)予想点の算出 







, , - , . = 
, + 1, - + -, . + . 
(3)収容 SW-C の決定 
上記から算出した理想点と予想点の距離7は，ユークリッド距離算出式を用いて
算出可能である．また，n 個の SW-C があった場合は，各 SW-C1〜SW-C3ごとのユーク
リッド距離計算結果（7～7）を得る．SW-C 候補の中からユークリッド距
離が最短となる SW-C に収容する． 
 
7 = |
,, - , . − 
, , - , .| = 
, − ,I + 
- − -I + 








































































































































 前節までの選定方法は SW-C を対象としているが，収容設計方法を適用する設備管理
区分は SW-C のみとは限らない．ルートにおける考慮すべき帯域情報（最低保証帯域，平均
使用帯域）を，設備管理区分ごとに図 4-29 に示す．本図では，2 つのルートが存在する．
ルート 1(ONU1/4～SW-C)と，ルート 2(ONU5/8～SW-C)である．この場合，SW-C はルー
ト 1 の帯域情報(A)と，ルート 2 の帯域情報(B)を保持している．各ルートは所外/所内 SP
にて分岐され，１つの SW-C と複数の ONU にて構成される．この時，帯域情報は PON 技
術にて伝送されるため，1つのルートの装置設備，所内配線設備，所外設備は共に同じ帯域
情報(ルート 1 は A，ルート 2 は B)である．このことから，提案する収容設計方法を適用す
べき設備管理区分は，集線設備，装置設備の 2 つで十分であることが分かる．装置設備に
対する提案する収容設計方法とは，SW-C 同様に理想点と予想点の距離7は，ユークリ
ッド距離算出式を用いて算出可能である．また，n 個の OSU があった場合は，各 OSU1〜
OSUn ごとのユークリッド距離計算結果（7～7)）を得る．OSU 候補の中からユー
クリッド距離が最短となる OSU に収容する． 
7 = |
, , - , . − 
, , - , .| = 
, − ,I + 
- − -I + 




ターン(P1～3)分けを行なう．同じエリアに接続される SW-C が 2 つ設置され（SW-C1，2），
１つの SW-C 配下には 2 つの OSU が設置されるケースを想定する．A サービス（最低保証
帯域:60Mbps），B サービス（最低保証帯域:3Mbps）を用意し，A サービスと B サービス
の発生確率を 3:1 で，乱数でさせる．提案する収容設計方法の適用有無によって，パターン
(P1～3)分けを行ない比較する．P1 は装置設備の OSU のみに提案する収容設計方法を適用
する．P3 は集線設備の SW-C のみに適用する．P2 は装置設備の OSU と集線設備の SW-C
双方に適用する．ここで，いずれのパターンでも収容設計手順は集線設備，装置設備の順
とする．上記パターンにて OSU 及び SW-C の共有帯域の偏り(分散)について比較する．な
お，パターンごとの比較については収容数と最低保証帯域累計の関係について比較するが，
平均使用帯域累計を使っての比較でも結果は同等となる． 
集線設備への収容結果を図 4-31 に示す．P1 では，集線設備については既存の収容設計方
法が適用されるので，SW-C1 から順に SW-C2 へ収容するため，SW-C2 の収容状況は理想
線から距離がある状態になる．対して，P2，3 の集線設備には提案する収容設計方法が適
用されるため，SW-C1，2 共に理想線から均等の距離を保持している．装置設備への収容結
果を図 4-32 に示す．P3 の収容結果は既存収容設計方法が適用され，OSU1/3 から順に，
OSU2/4 へ収容するため，OSU ごとに偏りが発生する．対して，P1 では提案する収容設計
方法が装置設備には適用されるが，集線設備には適用されず，SW-C1 から順に SW-C2 に
収容するため，同じ SW-C 配下の OSU1，2，OSU3，4 の中でそれぞれ偏りが発生する．
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を適用した方が OSU/SW-C の帯域の使用効率が良いことが分かった． 
以上の検討から，収容設計方法と収容設計手順を含めた設備選定のアルゴリズムを図
4-35 に示す．図中の点線枠が対象となり，下記のように実施される． 
(b6-1) ： 各 SW-C のユークリッド距離（7）を(4.1)にて算出する． 
(b6-2) ：各 OSU のユークリッド距離（7）を(4.2)にて算出する． 
































































































































1 15 501 1 1 29 999
174.7 239.72 14 498 13 6 360 2 2 11 6604 5 300 2
P2
1 7 420 1 1 20 801
39.7 40.32 13 381 13 10 429 2 2 20 8584 10 429 2
P3
1 20 801 1 1 20 801
830.5 40.32 0 0 13 20 858 2 2 20 8584 0 0 2
装置設備 集線設備 OSU効率 SW-C効率
P1 提案手法 既存手法 中 小
P2 提案手法 提案手法 大 大













・設備条件：OSU の最大収容ユーザ（ONU）数は 32 個，最大帯域は 1Gbps とし，SW-C
の最大収容ユーザ（ONU）数は 64 個，最大帯域は 1Gbps とする．SW-C 配
下には 2つの OSUが接続され，OSU 配下には 4つのエリアから構成される．





布を図 4-36 にように設定する．250 回線までの需要分布は D サービスが 40%
と高く，A サービスは 10%と低い．しかし，1000 回線までの需要分布は D サ
ービスが 10%と低く，A サービスは 40%と高い．このように，D→C→B→A
の順にトレンドを変えて需要を発生させる．また，需要の発生場所には規則
性がないため，需要発生エリアは，エリア 1～4 でランダムとする．廃止需要
は，新設 10 回に対して 1 回発生するものとする． 
・収容方法：既存収容方法は，複数ルートに収容可能であれば，その中で最も若番の
SW-C/OSU に収容する．提案する収容方法は，複数ルートに収容可能であれ
ば，その中でユークリッド距離が最短である SW-C/OSU に収容する． 
 
測定結果を表 4-37 に示す．搭載 SW-C と OSU 数は両方法で同等となり，収容率に差は




















































上記の要求条件に対して通信会社は，10Gigabit Ethernet Passive Optical Network 
(10G-EPON)を開発することで，ユーザ数の収容数増加[52]や収容可能距離の長延化[53]が
可能となった．この技術から現在の ONU 収容台数が 32 台から 64 台になり，また収容可
能距離が現状 20km から 40km に長延化できる．しかし，ユーザ数の増加（32 台→64 台）
は，上り通信時のオーバーヘッド時間が増えるため，帯域利用効率が低下する．距離の長
延化（20km→40km）は，ONU から OSU までの上り通信時の伝送時間が増え，遅延時間
が増える．そこで通信会社では，QoS の劣化を防止し，品質を維持する新たな制御方法が
検討されている． 
本章では，設備選定による開通後の QoS 制御として，アクセスネットワーク(Optical 
Access Network：OAN) の動的帯域割当(Dynamic Bandwidth Allocation : DBA)の帯域割










５－２：開通後の QoS 制御への課題と対策 
本節では，現状の DBA の課題から新たな要求条件を明確にする．まず，OAN の構成か
ら本論文の検討範囲を説明する．次に，現状の帯域割当技術が採用された背景を説明する．
そして，10G-EPON 導入後の DBA の課題を定量的に実証する．最後に，研究動向を踏ま
えて DBA への新たな要求条件を提起する． 
安定期の OAN の設備構成として図 4-20 に示した．OAN は，まず通信局内にある OLT
内の Optical Subscriber Unit (OSU)より下部にある所内 SP，所外 SP で，1 心の光ファイ
バを複数心に分岐し，CR，ケーブルを経由してユーザ宅の Optical Network Unit (ONU)
に光ファイバが接続される．また，複数の OSU を SW で集線し，コアネットワークへ伝送
する．OAN での通信には，下り通信と上り通信がある．下り通信は，単一の OSU から複
数の ONU へ信号を送信する際，各 ONU の識別子である Logical Link ID (LLID) を信号
に付与して送信する．各 ONU では，LLID から自分宛のデータのみを識別して受信する．
対して上り通信は，複数の ONU から単一の OSU へ送信する信号が，衝突しないようにす
る仕組みが必要である．そのため通信会社は，各 ONU の信号が衝突しないように事前に各
ONU と OSU で取り決める（割り当てる）「帯域割当技術」を検討・実装している． 
4 つの ONU に帯域を割り当てる例を図 5-1，図 5-2 に示す．静的帯域割当技術の場合(図
5-1)，各 ONU から OSU への通信帯域を事前に割り当てるため，通信していない ONU2，
3 へ帯域を割り当てる場合がある．DBA の場合(図 5-2)，事前に OSU と各 ONU は送信要
求帯域を確認した後に必要帯域を割り当てるため，無駄なく帯域を割り当てることが可能
である．この時，OSU から各 ONU へ送信要求帯域を依頼することや必要帯域を割り当て
た結果として送信容量と送信時間を知らせるコマンドを Gate という．また各 ONU から
OSU へ Gate を受けて送信したい容量を知らせるコマンドを Reportという．具体的な DBA
のシーケンスを図 5-3 に示す．まず OSU では，Gate1 を各 ONU へ送付して送信要求帯域
を依頼する．ONU では，Gate1 を受けて ONU に溜まったバッファ量を送信要求帯域とし
て Report2 を返す．具体的には，▼1 のタイミングで ONUn に溜まったバッファ量を送信
要求帯域として Repoet2 で返す．OSU では，各 ONU からの送信要求帯域を計算し，個々
の ONU へデータの送信開始時間と送信許可量を Gate3 として送付する．各 ONU では，
OSU から指定された量のデータを指定された時間に OSU へ送付する．この時，DBA 周期
時間を Gate から次の Gate(例:Gate1~Gate3)と定義し，Gate3 を受けてから最後にデータ
を送付するまでの時間を伝送遅延時間(A)と定義する．上り通信の最小の伝送時間は，
Report2 送付直前の▼1 のタイミングでバッファが溜まった場合であり，1 回の DBA 周期
時間と伝送遅延時間(A)の和となる．また，上り通信の最大の伝送時間は，Report2 送付直
後の▼2 のタイミングでバッファが溜まった場合であり，OSU まで到達するのは要求帯域










算出式(5.1)に i 台の ONU に対する帯域利用効率(H)を示す．具体的には，DBA 周期
時間(DT)の中で全オーバーヘッド時間(H : i 台の ONU とのオーバーヘッド時間（2.5µs/
台）)を省いた OSU と各 ONU との間でデータ通信可能な時間の割合を数式化した． 
H = 
' − H '  (5.1) 
図 5-4 から帯域利用効率(H)は，ONU 台数の増加に比例してオーバーヘッド時間が増
加するため，帯域利用効率も増加することが分かる．10G-EPON の広帯域化により ONU
台数が 32 台から 64 台に増えた場合，帯域利用効率は 84.0%から 68.0%へ減少する（15.9%
減）．帯域利用効率は，ONU 台数が増えるほど帯域利用効率が低下することが分かる． 
OAN での遅延時間とは，DBA に起因する送信待機時間と ONU から OSU までの伝送時
間の和である．前述のように遅延時間が最小となるのは，ONU から OSU までの伝送時間
が最小のケース(図 5-3:▼1)であり，1回の DBA周期時間と伝送遅延時間の和となる．逆に，
遅延時間が最大となるのは，ONU から OSU までの伝送時間が最大のケース(図 5-3:▼2)で
あり，3 回の DBA 周期時間と伝送遅延時間の和となる．このように，タイミングによって
遅延時間は変わってくるため，本論文での遅延時間を最小から最大までの平均値として扱
う（以下，平均遅延時間）． 
算出式(5.2)に ONU の平均的な設置距離 jkm に対する平均遅延時間(ALj)を示す．2 回の
DBA 周期時間(DT)と伝送遅延時間(TTj: ONU の平均距離(j)に対する伝送時間)の和となる
[17] ．なお，表示の見やすさから単位を[µs]から[ms]に変更するため，1000 で除算を行う． 
  = 2 ∙ ' + 	 1000  (5.2) 
 図 5-5 から平均遅延時間(ALj)は，平均距離の増加に比例して平均遅延時間も増加する．
例えば，平均距離が 0km となった場合，伝送遅延時間(TTj)が 0ms となるため，平均遅延
時間は DBA 周期時間(DT=500µs)の 2 倍となる 1ms に収束する．OLT と ONU 間の平均距




















































































部要因で変動しないパラメータは「DBA 周期時間(DT)」がある．今まで DBA 周期時間は，
OLT の CPU 性能を圧迫する要因から固定であった．しかし，昨今の CPU 性能の向上[54]
から，本文論では変動可能な変数として扱う． 
帯域利用効率(BUEi)は，DBA 周期時間を Type1（500µs）と Type2（250µs）に分け，
ONU 台数毎に示す（図 5-6）．帯域利用効率(BUEi)は，DBA 周期時間(DT)と全オーバーヘ
ッド時間(AOTi)の差分から DBA 周期時間(DT)の割合で算出するため，Type1(500µs)より
Type2(250µs）の帯域利用効率が低い割合となる． 
平均遅延時間(ALj)は，同様に DBA 周期時間を Type1（500µs）と Type2（250µs）に分
け，ONU の平均距離毎に示す（図 5-7）．平均遅延時間(ALj)は，DBA 周期時間(DT)と伝送
遅延時間(TTj)の和から算出するため，Type1(500µs)より Type2（250µs）の平均遅延時間
が短いことが分かる．  




ONU の台数と ONU の平均距離の関係を図 5-9 に示す．まず Type A は，ONU の平均距
離と DBA 周期時間の関係を示す．ONU の平均距離が 40km と長距離の場合(①)，平均遅
延時間も長くなるため，DBA 周期時間を短くすることで平均遅延時間を短縮する．逆に，
ONU の平均距離が近距離の場合(②)，ある程度 DBA 周期時間を長くしても，同じ平均遅
延時間を得ることができる．対して Type B は，ONU 台数と DBA 周期時間の関係を示す．
ONU 台数が 64 台と多数の場合(③)，帯域利用効率が落ちるため，DBA 周期時間を長くし
て帯域利用効率を向上する．逆に，ONU 台数が少ない場合(④)，ある程度 DBA 周期時間
を短くしても，近似した帯域利用効率を得ることができる．このように ONU の台数，ONU
も平均距離によって取るべき DBA 周期時間を変えていく必要があることが分かる． 
更には，帯域利用効率と平均遅延時間は，異なる尺度であるため，それぞれのパラメー












 提案アルゴリズムは 3 つの処理 
（Ⅰ）帯域利用効率と平均遅延時間の関係のグラフ化 
（Ⅱ）帯域利用効率と平均遅延時間の目標設定 





平均遅延時間の関係をグラフ化する(i=40，j=30 としてグラフ化したものを図 5-10 に示す)．
算出式(5.3)は，算出式(5.1)，(5.2)の DBA 周期時間(DT)を共通項として変形することで，帯
域利用効率(BUEH)と平均遅延時間()で構成された式が得られる．  
H = 1 − 2H 1000 − 	  (5.3) 
次に，平均遅延時間と帯域利用効率の制約範囲から最適な DBA 周期時間範囲を定義する． 
【平均遅延時間】 
制約 1：最大の DBA 周期時間を上限とする． 
制約 2：最小の DBA 周期時間を下限とする．  
【帯域利用効率】 











 = 2H 1000 − 	  (5.4) 
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を当てはめ，DBA 周期時間を特定する．算出式(5.6)は，仮に算出式(5.2)に抽出したALを当てはめると DBA 周期時間が得られる． 
 Min → 
2,  = AL, 	 
→  = 2' − 	 1000  






















図 5-13 の既存手法①は，図 5-12 のL¡に相当し，DBA 周期時間は最大値で固定となる．
そのため目標点からの距離Lは，帯域利用効率()が 0.00 と平均遅延時間()が 1.00
の固定値となり，全ての ONU 台数及び平均距離での同じ結果となる．図 5-13 の既存手法
②は，図 5-12 のLに相当し，DBA 周期時間を全オーバーヘッド時間に依存した最小値で設
定している．そのため目標点からの距離Lは，最小 DBA 周期時間は帯域利用効率()
















































図 5-8：DBA 周期時間でのトレードオフ関係 
 
 



























































































































































































































距離 比較アルゴリズム 平均遅延時間 帯域利用効率（1 - BUEi）正規化前 正規化後 正規化前 正規化後
既存手法①
（DBA周期時間最大） 1.15ms 1.00 81.6%(18.4%) 0.00
既存手法②
（DBA周期時間最小） 0.33ms 0.18 0.0%(100%) 1.00
提案手法













































































DBA周期時間 500 500 500 500 500 500 500 500
遅延時間合計 1.05 1.05 1.10 1.10 1.15 1.15 1.20 1.20
帯域利用効率 96.3% 92.6% 88.9% 85.3% 81.6% 77.9% 74.2% 70.5%
既存手法?
（DBA周期時間最小）
DBA周期時間 18 37 55 74 92 111 129 147
遅延時間合計 0.09 0.12 0.21 0.25 0.33 0.37 0.46 0.49
帯域利用効率 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
提案手法
（DBA周期時間最適）
DBA周期時間 100 125 150 175 200 225 250 275
遅延時間合計 0.25 0.30 0.40 0.45 0.55 0.60 0.70 0.75




前節までの検討では，OLT 内部の OSU 単独での提案アルゴリズムの効果を示した．本




なお，既存手法は DBA 周期時間が固定(初期値のまま)となる既存手法①を比較対象とする． 
SW 配下には 2 つの OSU が設置されるケースを想定する．1 つの OSU の DBA 周期時間
は 500µs と仮定した場合，SW-C:1 と OSU:1，OSU:2 について図 5-3 の DBA シーケンス
を適用すると，SW-C:1 の DBA 周期時間については，SW-C 配下に 2 つの OSU が接続さ
れているため，1 つの OSU の DBA 周期時間(500µs)の 2 倍である 1000µs と定義する．エ
リア内の ONU は，1 つの OSU で最大 64 台の ONU を接続すると定義し，2 つの OSU で
は合計 128 台が SW-C:1 に接続される．また，収容する OSU から ONU までの平均距離は
40km とする．SW-C:1 から各 OSU までの距離は，異なる通信局に SW と OLT が設置され
ているケースを想定し，20km とする． 
P1 は OLT の OSU のみに提案アルゴリズムを適用する．P3 は SW の SW-C のみに適用
する．P2 は OLT の OSU と SW の SW-C 双方に適用する．上記パターンにて，OSU や SW-C
での目標点からの距離 L について比較する． 
結果を図 5-15，表 5-16 に示す．図 5-15 は，提案手法の方が，既存手法①と比較してい
ずれも目標点からの距離Lが短い結果となることが分かる．表 5-16 は，図 5-15 の枠線内
(OSU1，2：64 台(40km)，SW-C：128 台(60km))での目標点からの距離Lを比較した結果で
ある．P1 は，SW に提案アルゴリズムが適用されず，SW-C は目標点からの距離L（0.50）
が開いた状態になった．対して，P3 では，OLT については提案アルゴリズムが適用されず，
OSU は目標点からの距離L（0.50）が開いた状態になる．P2 は OLT と SW ともに提案ア
ルゴリズムが適用されるため，OSU と SW-C ともに目標点から最短の距離L（0.21 と 0.21）
を保持している． 
以上の結果から，P2 のように提案アルゴリズムを OLT と SW ともに適用することで，
目標点からの距離Lが OSU で 42.3%，SW-C で 42.3%の向上することを確認できた．本論
文では，提案アルゴリズムを OLT，SW 両方に適用する． 
次に，実際のフィールドに近い条件で計算を行い，SW-C や OSU を含めた OAN 全体で
の提案手法の効果を測定する．まず，効果測定を実施する条件を図 5-17 に示す． 
・設備条件：SW-C には 2 つの OSU が集線され，通信局 A にある SW-C から通信局 B に
ある OSU までの距離は 20km とする．通信局から各エリアまでの距離は，そ






サービス開通 6 回に 1 回発生することとする．サービス開通，廃止の発生回数
を合計 128 回とする．なお，OSU の発生順序は OSU1，OSU2 の順番に発生
することとする． 
・設定条件：初期の DBA 周期時間は，OSU で 500µs，SW-C で 1000µs と設定する．提案
手法の場合，シミュレーション開始時以外は提案アルゴリズムで導出された
DBA 周期時間を設定する．既存手法①の場合，初期設定の DBA 周期時間を固
定で設定する．ONU の伝送時間は 5µs/km，オーバーヘッド時間は 2.5μs/台
とする． 
結果を図 5-18，表 5-19 に示し，提案手法の最終評価について表 5-20 に示す．これまで
の評価結果とは異なり，発生エリアを分けたことや，サービス廃止を考慮したことにより
ONU 台数の増加率および平均距離の伸び率が OSU 毎に異なる．結果，既存手法①は，各
ケースでの距離Lに差はないが，提案手法では ONU 台数，平均距離ともに伸び率が多い
OSU1 の距離Lが長く，伸び率が少ない OSU2 の距離Lが短い．また，すべての座標点にお
いて，既存手法①と比較して提案手法の方が目標点からの距離Lが近い値となることが分か
った．表 5-20 では，サービス開通，廃止の発生回数が 128 回で，手法毎の帯域利用効率，
平均遅延時間，目標点からの距離Lを比較した．提案手法では，ONU 台数及び平均距離が
増加した場合であっても，最適なバランスで帯域利用効率と平均遅延時間を導出している．























































































































































開通/廃止発生回数(n) 16 32 48 64 80 96 112 128
OSU1のONU台数 8 16 24 32 40 48 56 64
OSU2のONU台数 4 6 8 12 14 16 20 22
SW-CのONU台数 12 22 32 44 54 64 76 86
ONUの平均距離(OSU1) 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0
ONUの平均距離(OSU2) 15.0 11.7 15.0 15.0 13.6 15.0 15.0 14.1




OSU1-既存手法① 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50
OSU2-既存手法① 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50
SW-C-既存手法① 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50
OSU1-提案手法 0.03 0.06 0.09 0.11 0.14 0.16 0.19 0.21
OSU2-提案手法 0.02 0.02 0.03 0.05 0.05 0.06 0.07 0.08
SW-C-提案手法 0.02 0.04 0.06 0.08 0.10 0.11 0.13 0.15
開通/廃止発生回数
(n)=128 種別 提案手法 既存手法① 効果
帯域利用効率
OSU1 43.8% 70.5% -
OSU2 69.2% 89.9% -
SW-C 53.5% 80.2% -
平均遅延時間
OSU1 0.65ms 1.13ms -
OSU2 0.40ms 1.07ms -
SW-C 1.05ms 2.20ms -
目標点からの距離
（ユークリッド距離）
OSU1 0.21 0.50 41.9%
OSU2 0.08 0.50 16.1%
SW-C 0.15 0.50 29.2%
96 
 













 以上の手法を用いることによって，開通後の QoS 制御の観点でアクセスネットワークに















































することが要求条件であることを示した．4-1 節では，通信局内の所内 SP の設置位置で選
定時間とコストにトレードオフが発生しているため，選定時間を低減するための選定時の


















本のアクセスネットワークの開通後の QoS 制御業務の効率化は可能と結論づけた． 
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1 大手町ＦＳ 39 0 50 89 1.3% 102 千住 14 1 11 26 0.4%
2 霞ケ関 38 0 90 128 1.9% 103 西新井 12 1 9 22 0.3%
3 神田 28 1 31 60 0.9% 104 竹の塚 17 1 16 34 0.5%
4 駿河台 23 1 32 56 0.8% 105 東京綾瀬 13 1 9 23 0.3%
5 九段 12 0 15 27 0.4% 106 葛飾 13 1 11 25 0.4%
6 九段別棟 35 1 32 68 1.0% 107 亀有 11 1 10 22 0.3%
7 丸の内 78 1 74 153 2.3% 108 金町 12 1 10 23 0.3%
8 大手町 0 0 24 24 0.4% 109 江戸川別館 15 1 13 29 0.4%
9 大手町別館 0 0 44 44 0.7% 110 小岩 15 1 11 27 0.4%
10 一ツ橋 0 0 16 16 0.2% 111 葛西 20 1 17 38 0.6%
11 京橋 18 0 17 35 0.5% 112 東江戸川 12 1 10 23 0.3%
12 銀座 25 0 26 51 0.8% 113 八王子元横山 16 1 16 33 0.5%
13 東銀座 27 1 57 85 1.3% 114 八王子浅川 14 2 15 31 0.5%
14 東京築地 26 1 24 51 0.8% 115 八王子明神 16 1 12 29 0.4%
15 茅場兜 34 1 51 86 1.3% 116 八王子恩方 8 1 10 19 0.3%
16 晴海 39 1 38 78 1.2% 117 八王子下川口 9 0 8 17 0.3%
17 東京浜町 23 1 82 106 1.6% 118 八王子由木 18 1 17 36 0.5%
18 芝 34 1 32 67 1.0% 119 八王子片倉 15 2 14 31 0.5%
19 東京赤坂 33 1 29 63 1.0% 120 八王子滝山 12 0 10 22 0.3%
20 東京青山 35 1 54 90 1.4% 121 八王子新明神 0 0 18 18 0.3%
21 白金 36 2 32 70 1.1% 122 立川砂川 14 1 12 27 0.4%
22 東京三田 33 1 35 69 1.0% 123 新立川別 0 0 23 23 0.3%
23 新宿 27 1 55 83 1.3% 124 新立川 21 1 20 42 0.6%
24 東京大久保 31 1 28 60 0.9% 125 武蔵野 19 1 25 45 0.7%
25 新淀橋 25 1 23 49 0.7% 126 吉祥寺 14 1 15 30 0.5%
26 四谷 34 1 35 70 1.1% 127 武蔵境 15 1 19 35 0.5%
27 牛込 23 1 28 52 0.8% 128 三鷹 27 1 22 50 0.8%
28 西新宿 25 0 53 78 1.2% 129 青梅 13 2 14 29 0.4%
29 新宿別 0 0 12 12 0.2% 130 青梅東 11 2 11 24 0.4%
30 小石川 30 1 47 78 1.2% 131 青梅小曽木 7 0 6 13 0.2%
31 東京大塚 24 1 38 63 1.0% 132 青梅沢井 5 0 6 11 0.2%
32 駒込第２ 17 1 15 33 0.5% 133 青梅吉野 5 0 6 11 0.2%
33 東京上野 22 1 18 41 0.6% 134 武蔵府中 20 1 21 42 0.6%
34 浅草 19 1 18 38 0.6% 135 昭島 14 1 10 25 0.4%
35 吉原 13 1 14 28 0.4% 136 調布 21 1 17 39 0.6%
36 蔵前 0 0 45 45 0.7% 137 町田 14 1 12 27 0.4%
37 白鬚 0 0 25 25 0.4% 138 鶴川 10 1 11 22 0.3%
38 墨田 25 1 23 49 0.7% 139 町田忠生 10 1 9 20 0.3%
39 本所 18 1 17 36 0.5% 140 町田北忠生 12 0 7 19 0.3%
40 向島 13 1 10 24 0.4% 141 町田鶴間 12 1 10 23 0.3%
41 江東 41 1 37 79 1.2% 142 小金井 14 1 14 29 0.4%
42 東京深川 29 1 38 68 1.0% 143 東京小平 16 1 12 29 0.4%
43 東京城東 21 1 18 40 0.6% 144 東京日野 15 1 12 28 0.4%
44 江東辰巳 17 1 17 35 0.5% 145 日野高幡 11 1 12 24 0.4%
45 ＴＴＣ 32 0 24 56 0.8% 146 東村山 13 1 11 25 0.4%
46 東京新有明 1 0 21 22 0.3% 147 東京国分寺 15 1 22 38 0.6%
47 東京大崎 33 1 30 64 1.0% 148 国立 16 1 15 32 0.5%
48 東京大崎２ 0 0 40 40 0.6% 149 田無 18 1 15 34 0.5%
49 荏原 22 1 20 43 0.7% 150 保谷 15 1 12 28 0.4%
50 品川 46 1 42 89 1.3% 151 福生 12 1 14 27 0.4%
51 大田支店埠頭 18 0 19 37 0.6% 152 狛江 13 1 9 23 0.3%
52 自由ケ丘 14 1 12 27 0.4% 153 村山大和 13 1 11 25 0.4%
53 目黒本館 23 1 16 40 0.6% 154 清瀬 14 1 13 28 0.4%
54 唐ヶ崎 0 0 27 27 0.4% 155 東久留米 13 1 11 25 0.4%
55 蒲田 22 1 19 42 0.6% 156 武蔵村山 11 1 10 22 0.3%
56 東京大森 22 1 20 43 0.7% 157 多摩 21 1 19 41 0.6%
57 馬込 19 1 17 37 0.6% 158 稲城長沼 12 1 10 23 0.3%
58 池上 14 1 12 27 0.4% 159 稲城坂浜 9 0 9 18 0.3%
59 羽田 15 1 13 29 0.4% 160 福生秋川 11 2 10 23 0.3%
60 田園調布 11 1 9 21 0.3% 161 福生羽村 10 2 14 26 0.4%
61 雪ケ谷 12 1 12 25 0.4% 162 福生瑞穂 10 1 9 20 0.3%
62 矢口 16 1 11 28 0.4% 163 福生日の出 6 0 9 15 0.2%
63 大田支店空港 11 0 11 22 0.3% 164 五日市 9 0 9 18 0.3%
64 世田谷 23 1 18 42 0.6% 165 福生桧原 3 0 3 6 0.1%
65 成城 13 1 8 22 0.3% 166 福生人里 2 0 3 5 0.1%
66 砧 20 1 16 37 0.6% 167 青梅奥多摩 2 0 4 6 0.1%
67 弦巻 15 1 12 28 0.4% 168 青梅古里 4 0 6 10 0.2%
68 東京烏山 14 1 15 30 0.5% 169 青梅小河内 2 0 2 4 0.1%
69 東京玉川 15 1 15 31 0.5% 170 伊豆大島 2 0 2 4 0.1%
70 東京瀬田 18 1 15 34 0.5% 171 岡田港 2 0 1 3 0.0%
71 上北沢 17 1 17 35 0.5% 172 波浮港 1 0 1 2 0.0%
72 松沢ビル２ 13 1 17 31 0.5% 173 津倍 0 0 1 1 0.0%
73 東渋谷 28 1 31 60 0.9% 174 新島 1 0 0 1 0.0%
74 代々木 30 1 27 58 0.9% 175 式根島 1 0 0 1 0.0%
75 渋谷 29 1 26 56 0.8% 176 神津島 2 0 0 2 0.0%
76 東京野方 17 1 15 33 0.5% 177 三宅島 1 0 1 2 0.0%


















78 高円寺 14 1 12 27 0.4% 179 三宅島阿古 0 0 1 1 0.0%
79 杉並 17 1 15 33 0.5% 180 三宅島御蔵島 1 0 0 1 0.0%
80 井草 15 1 13 29 0.4% 181 八丈島 3 0 2 5 0.1%
81 荻窪 17 1 15 33 0.5% 182 中ノ郷 2 0 1 3 0.0%
82 久我山 14 1 15 30 0.5% 183 八丈島末吉 1 0 2 3 0.0%
83 池袋 38 1 42 81 1.2% 184 相模原 16 1 13 30 0.5%
84 巣鴨 16 1 16 33 0.5% 185 相模大野 16 1 13 30 0.5%
85 落合別館 12 1 16 29 0.4% 186 神奈川橋本 15 2 12 29 0.4%
86 十条 13 1 11 25 0.4% 187 相模原田名 10 1 10 21 0.3%
87 王子 16 1 16 33 0.5% 188 相模原麻溝 8 0 11 19 0.3%
88 田端尾久 16 1 13 30 0.5% 189 新相模原 0 0 11 11 0.2%
89 赤羽営業別館 14 1 11 26 0.4% 190 厚木岡田 0 0 7 7 0.1%
90 東京荒川 17 1 17 35 0.5% 191 座間 0 0 12 12 0.2%
91 板橋 15 0 13 28 0.4% 192 津久井城山 11 1 11 23 0.3%
92 成増 15 1 13 29 0.4% 193 津久井 7 1 8 16 0.2%
93 志村 18 1 16 35 0.5% 194 津久井青野原 4 0 3 7 0.1%
94 南板橋別館 14 1 13 28 0.4% 195 津久井鳥屋 3 0 5 8 0.1%
95 北町 16 1 15 32 0.5% 196 津久井青根 1 0 1 2 0.0%
96 練馬 19 1 16 36 0.5% 197 相模湖 6 0 6 12 0.2%
97 東京大泉 14 1 11 26 0.4% 198 八王子内郷 3 0 2 5 0.1%
98 関町 13 1 11 25 0.4% 199 八王子藤野 8 0 6 14 0.2%
99 西練馬 16 1 17 34 0.5% 200 八王子牧野 2 0 2 4 0.1%
100 石神井 14 1 12 27 0.4% 201 青梅小菅 2 0 2 4 0.1%

















1 福島 0 0 5 5 0.3% 96 福島東和 1 0 5 6 0.4%
2 福島清水 9 1 7 17 1.1% 97 郡山長沼 3 0 6 9 0.6%
3 福島佐倉 8 1 6 15 1.0% 98 矢田野 4 0 3 7 0.5%
4 瀬上 6 1 4 11 0.7% 99 鏡石 6 0 7 13 0.8%
5 庭坂 4 1 1 6 0.4% 100 郡山岩瀬 3 0 5 8 0.5%
6 福島大森 10 1 9 20 1.3% 101 天栄 5 0 6 11 0.7%
7 蓬莱 8 1 7 16 1.0% 102 広戸 0 0 4 4 0.3%
8 福島松川 7 1 7 15 1.0% 103 岩瀬湯本 0 0 2 2 0.1%
9 土湯温泉 1 0 3 4 0.3% 104 福島羽鳥 2 0 0 2 0.1%
10 立子山 0 0 5 5 0.3% 105 田島 5 0 5 10 0.6%
11 飯坂 7 1 6 14 0.9% 106 針生 1 0 2 3 0.2%
12 茂庭 2 0 5 7 0.5% 107 糸沢 3 0 1 4 0.3%
13 福島花園 15 1 10 26 1.7% 108 会津若松下郷 2 0 5 7 0.5%
14 会津若松 14 1 11 26 1.7% 109 湯野上 1 0 3 4 0.3%
15 東栄町分局 7 1 4 12 0.8% 110 舘岩 2 0 1 3 0.2%
16 上三寄 5 0 6 11 0.7% 111 檜枝岐 1 0 1 2 0.1%
17 会津若松原 1 0 3 4 0.3% 112 伊南 3 0 1 4 0.3%
18 岩代赤井 2 0 5 7 0.5% 113 会津山口 2 0 4 6 0.4%
19 福島郡山 15 1 11 27 1.7% 114 和泉田 1 0 2 3 0.2%
20 郡山芳賀 10 1 8 19 1.2% 115 只見 2 0 2 4 0.3%
21 笹川 8 1 7 16 1.0% 116 黒谷 1 0 2 3 0.2%
22 三穂田 2 0 0 2 0.1% 117 会津若松小林 0 0 1 1 0.1%
23 日和田 6 0 8 14 0.9% 118 北会津 3 0 4 7 0.5%
24 喜久田 10 0 10 20 1.3% 119 熱塩 1 0 2 3 0.2%
25 大槻 10 1 11 22 1.4% 120 裏磐梯 4 0 3 7 0.5%
26 郡山守山 6 1 5 12 0.8% 121 北塩原 1 0 1 2 0.1%
27 二瀬 2 0 1 3 0.2% 122 檜原 0 0 3 3 0.2%
28 磐梯熱海 6 0 8 14 0.9% 123 塩川 4 0 5 9 0.6%
29 郡山西田 3 0 2 5 0.3% 124 山都 1 0 4 5 0.3%
30 多田野 3 0 4 7 0.5% 125 一ノ木 0 0 1 1 0.1%
31 柳橋 2 0 2 4 0.3% 126 西会津 2 0 4 6 0.4%
32 湖南 4 0 1 5 0.3% 127 上野尻 2 0 1 3 0.2%
33 いわき 14 1 13 28 1.8% 128 奥川 0 0 1 1 0.1%
34 小名浜 11 1 6 18 1.2% 129 会津若松荻野 4 0 4 8 0.5%
35 勿来 10 1 2 13 0.8% 130 磐梯 3 0 4 7 0.5%
36 内郷 8 1 7 16 1.0% 131 猪苗代 7 0 7 14 0.9%
37 好間 9 1 11 21 1.4% 132 川桁 3 0 4 7 0.5%
38 草野 6 0 2 8 0.5% 133 会津若松吾妻 3 0 5 8 0.5%
39 いわき常磐 9 1 7 17 1.1% 134 会津若松坂下 5 0 4 9 0.6%
40 沼之内 7 0 9 16 1.0% 135 片門 0 0 3 3 0.2%
41 豊間 4 0 7 11 0.7% 136 柳津 5 0 6 11 0.7%
42 四倉 4 0 3 7 0.5% 137 会津西山 4 0 3 7 0.5%
43 山田小湊 3 0 4 7 0.5% 138 会津若松広田 4 0 5 9 0.6%
44 いわき若葉台 9 1 7 17 1.1% 139 会津高田 4 0 3 7 0.5%
45 久ノ浜 4 0 2 6 0.4% 140 会津本郷 2 0 0 2 0.1%
46 いわき小川 5 0 1 6 0.4% 141 新鶴 1 0 2 3 0.2%
47 上遠野 1 0 0 1 0.1% 142 宮下 4 0 3 7 0.5%
48 川前 1 0 0 1 0.1% 143 会津若松沼沢 1 0 1 2 0.1%
49 合戸 4 0 6 10 0.6% 144 会津若松川口 2 0 2 4 0.3%


















51 いわき沢渡 2 0 1 3 0.2% 146 会津若松昭和 1 0 1 2 0.1%
52 いわき泉 9 1 6 16 1.0% 147 郡山西郷 6 1 7 14 0.9%
53 江名 4 0 6 10 0.6% 148 白河高原 1 0 1 2 0.1%
54 いわき玉川 7 1 7 15 1.0% 149 表郷 4 0 5 9 0.6%
55 いわき窪田 4 0 0 4 0.3% 150 郡山東 2 0 5 7 0.5%
56 荷路夫 0 0 2 2 0.1% 151 泉崎 4 0 4 8 0.5%
57 田人 1 0 2 3 0.2% 152 郡山中島 2 0 4 6 0.4%
58 白河 10 1 9 20 1.3% 153 大林 5 1 5 11 0.7%
59 白坂 5 0 5 10 0.6% 154 三神 1 0 4 5 0.3%
60 郡山五箇 3 0 5 8 0.5% 155 大信 3 0 4 7 0.5%
61 福島原町 11 0 10 21 1.4% 156 棚倉 5 0 3 8 0.5%
62 橋本 0 0 4 4 0.3% 157 郡山高野 0 0 1 1 0.1%
63 郡山須賀川 11 1 10 22 1.4% 158 矢祭 3 0 1 4 0.3%
64 小作田 6 0 4 10 0.6% 159 塙 4 0 2 6 0.4%
65 郡山仁井田 3 0 4 7 0.5% 160 鮫川 4 0 4 8 0.5%
66 喜多方 10 1 8 19 1.2% 161 古殿 4 0 4 8 0.5%
67 福島相馬 8 0 7 15 1.0% 162 郡山石川 6 1 6 13 0.8%
68 原釜 1 0 3 4 0.3% 163 郡山玉川 2 0 2 4 0.3%
69 福島玉野 0 0 1 1 0.1% 164 蓬田 2 0 1 3 0.2%
70 山上 0 0 1 1 0.1% 165 郡山小平 1 0 1 2 0.1%
71 磯部 1 0 2 3 0.2% 166 郡山浅川 3 0 3 6 0.4%
72 二本松 10 1 8 19 1.2% 167 三春 7 1 9 17 1.1%
73 岳温泉 7 0 6 13 0.8% 168 小野新町 6 1 5 12 0.8%
74 桑折 5 1 1 7 0.5% 169 滝根 4 0 3 7 0.5%
75 福島伊達 6 1 1 8 0.5% 170 大越 3 0 3 6 0.4%
76 福島藤田 5 1 1 7 0.5% 171 都路 1 0 3 4 0.3%
77 福島梁川 7 1 2 10 0.6% 172 常葉 3 0 4 7 0.5%
78 保原 7 1 5 13 0.8% 173 郡山七郷 1 0 2 3 0.2%
79 福島大石 0 0 1 1 0.1% 174 移 1 0 2 3 0.2%
80 福島小国 0 0 1 1 0.1% 175 船引 6 0 6 12 0.8%
81 霊山 2 0 4 6 0.4% 176 いわき広野 2 0 5 7 0.5%
82 福島石田 0 0 3 3 0.2% 177 楢葉 4 0 2 6 0.4%
83 月舘 1 0 0 1 0.1% 178 磐城富岡 6 0 7 13 0.8%
84 福島川俣 6 1 7 14 0.9% 179 いわき川内 1 0 3 4 0.3%
85 飯野 5 0 8 13 0.8% 180 大熊 5 0 3 8 0.5%
86 福島渋川 4 0 5 9 0.6% 181 いわき双葉 1 0 2 3 0.2%
87 安達 3 0 2 5 0.3% 182 浪江 4 0 6 10 0.6%
88 大玉 1 0 6 7 0.5% 183 葛尾 2 0 1 3 0.2%
89 二本松本宮 8 1 7 16 1.0% 184 新地 3 0 4 7 0.5%
90 福島岩根 2 0 2 4 0.3% 185 相馬山下 0 0 2 2 0.1%
91 白沢 2 0 5 7 0.5% 186 福島鹿島 3 0 6 9 0.6%
92 新殿 0 0 5 5 0.3% 187 小高 3 0 5 8 0.5%
93 岩代 4 0 6 10 0.6% 188 飯樋 1 0 1 2 0.1%
94 百目木 0 0 3 3 0.2% 189 飯舘 1 0 3 4 0.3%

















1 山形 17 1 9 27 3.3% 59 本道寺 3 0 1 4 0.5%
2 山形金井 7 1 8 16 1.9% 60 大井沢 0 0 2 2 0.2%
3 山形十文字 7 1 6 14 1.7% 61 大谷 0 0 2 2 0.2%
4 東沢 1 0 2 3 0.4% 62 山形朝日 3 0 2 5 0.6%
5 今塚 10 1 7 18 2.2% 63 山形大江 1 0 4 5 0.6%
6 あかねケ丘 10 1 6 17 2.1% 64 貫見 1 0 1 2 0.2%
7 蔵王 3 0 5 8 1.0% 65 大石田 1 0 2 3 0.4%
8 山寺 2 0 0 2 0.2% 66 山形金山 1 0 1 2 0.2%
9 山形２ 0 0 5 5 0.6% 67 山形赤倉 3 0 3 6 0.7%
10 米沢 11 1 7 19 2.3% 68 大堀 1 0 4 5 0.6%
11 米沢窪田 7 0 6 13 1.6% 69 瀬見 1 0 3 4 0.5%
12 南原 5 0 6 11 1.3% 70 最上 3 0 4 7 0.9%
13 八幡原 6 1 6 13 1.6% 71 長沢 0 0 2 2 0.2%
14 白布温泉 1 0 2 3 0.4% 72 舟形 3 0 4 7 0.9%
15 小野川 2 0 3 5 0.6% 73 堀内 0 0 2 2 0.2%
16 関根 0 0 1 1 0.1% 74 安楽城 0 0 3 3 0.4%
17 口田沢 0 0 2 2 0.2% 75 真室川 4 0 4 8 1.0%
18 板谷 0 0 1 1 0.1% 76 釜渕 0 0 1 1 0.1%
19 鶴岡 10 1 8 19 2.3% 77 及位 1 0 1 2 0.2%
20 酒田大山 5 0 5 10 1.2% 78 清水 2 0 2 4 0.5%
21 酒田水沢 0 0 3 3 0.4% 79 鮭川 5 0 5 10 1.2%
22 酒田三瀬 4 0 3 7 0.9% 80 古口 3 0 4 7 0.9%
23 湯野浜 3 0 3 6 0.7% 81 角川 1 0 2 3 0.4%
24 酒田２ 10 1 6 17 2.1% 82 高畠 5 1 3 9 1.1%
25 酒田上田 1 0 1 2 0.2% 83 糠野目 4 0 5 9 1.1%
26 酒田緑ケ丘 5 0 2 7 0.9% 84 中和田 4 0 3 7 0.9%
27 酒田高砂 5 0 1 6 0.7% 85 山形川西 3 0 5 8 1.0%
28 袖浦 4 0 4 8 1.0% 86 吉島 0 0 6 6 0.7%
29 東平田 0 0 1 1 0.1% 87 玉庭 2 0 0 2 0.2%















31 新庄 8 1 7 16 1.9% 89 米沢今市 0 0 2 2 0.2%
32 泉田 2 0 4 6 0.7% 90 米沢沼沢 0 0 1 1 0.1%
33 寒河江 8 1 6 15 1.8% 91 米沢玉川 0 0 4 4 0.5%
34 白岩 2 0 7 9 1.1% 92 白鷹 5 0 3 8 1.0%
35 山形上山 8 1 5 14 1.7% 93 手の子 3 0 4 7 0.9%
36 須田板 1 0 2 3 0.4% 94 米沢飯豊 5 0 6 11 1.3%
37 村山 8 1 8 17 2.1% 95 米沢中津川 0 0 2 2 0.2%
38 村山大久保 2 0 2 4 0.5% 96 酒田立川 1 0 5 6 0.7%
39 袖崎 0 0 1 1 0.1% 97 酒田清川 1 0 3 4 0.5%
40 山形白鳥 1 0 2 3 0.4% 98 立谷沢 1 0 0 1 0.1%
41 大高根 0 0 2 2 0.2% 99 余目 5 0 5 10 1.2%
42 長井 8 1 6 15 1.8% 100 南野 0 0 1 1 0.1%
43 天童 9 1 7 17 2.1% 101 藤島 6 0 4 10 1.2%
44 高擶 7 1 7 15 1.8% 102 酒田羽黒 4 0 2 6 0.7%
45 神町 4 0 3 7 0.9% 103 櫛引 1 0 4 5 0.6%
46 山形東郷 2 0 1 3 0.4% 104 酒田三川 6 0 4 10 1.2%
47 東根 5 1 2 8 1.0% 105 庄内朝日機械 3 0 7 10 1.2%
48 尾花沢 4 0 4 8 1.0% 106 酒田大網 2 0 5 7 0.9%
49 福原 0 0 2 2 0.2% 107 酒田大泉 4 0 4 8 1.0%
50 山形玉野 3 0 3 6 0.7% 108 温海 5 0 6 11 1.3%
51 南陽 8 1 7 16 1.9% 109 鼠ケ関 2 0 3 5 0.6%
52 宮内 6 0 5 11 1.3% 110 木野俣 0 0 6 6 0.7%
53 米沢荻 1 0 0 1 0.1% 111 五十川 2 0 3 5 0.6%
54 山辺 5 1 5 11 1.3% 112 遊佐 3 0 0 3 0.4%
55 作谷沢 0 0 1 1 0.1% 113 酒田八幡 2 0 0 2 0.2%
56 山形中山 4 0 4 8 1.0% 114 酒田松山 4 0 6 10 1.2%
57 河北 5 1 6 12 1.5% 115 飽海田沢 2 0 3 5 0.6%
58 山形西川 5 0 7 12 1.5% 116 山形平田 2 0 4 6 0.7%
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